
事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

１．事業内容の概要（2025年３月 31日現在） 

当社グループは当社、子会社 104 社及び関連会社 12 社の計 117 社で構成しており、ビル商業施設建材製品、住宅建材製

品の建築用金属製品の製造・販売並びにメンテ・サービス等を主な事業としております。報告セグメントに属する主な製

品及びサービスの種類は、次のとおりであります。 

セグメント 日本 北米 欧州 アジア 

主要製品 

及び事業 

シャッター製品 

シャッター関連製品 

ビル用ドア製品、間仕切製品 

ステンレス製品、フロント製品 

窓製品、住宅用ドア製品 

エクステリア製品 

住宅用ガレージドア製品 

自動ドア製品、ファサード製品 

メンテ・サービス事業 

シャッター製品 

シャッター関連製品 

産業用セクショナルドア製品 

住宅用ガレージドア製品 

ガレージドア等開閉機 

自動ドア製品 

メンテ・サービス事業 

シャッター製品 

シャッター関連製品 

ドア製品 

産業用セクショナルドア製品 

住宅用ガレージドア製品 

ガレージドア等開閉機 

メンテ・サービス事業 

シャッター製品 

シャッター関連製品 

ドア製品 

住宅用ガレージドア製品 

メンテ・サービス事業 

主要な会社 

三和シヤッター工業㈱ 

昭和フロント㈱ 

沖縄三和シヤッター㈱ 

三和タジマ㈱ 

三和エクステリア新潟工場㈱ 

ベニックス㈱ 

三和システムウォール㈱ 

昭和建産㈱ 

田島メタルワーク㈱ 

三和電装エンジニアリング㈱ 

林工業㈱、㈱鈴木シャッター 

三和ファサード・ラボ㈱ 

Overhead Door Corporation 

グループ 
Novoferm グループ 

三和捲閘（香港）有限公司 

安和金属工業股份有限公司 

VINA-SANWA COMPANY 

LIABILITY LTD. 

上海宝産三和門業有限公司 

鈴木鐵閘(香港)有限公司 

三和喜雅達(上海)投資有限公司 

三和諾沃芬門業（常熟）有限公司 

AUB Limited 

  



２．主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

回次 第 86 期 第 87 期 第 88 期 第 89 期 第 90 期 

決算年月 2021 年３月 2022 年３月 2023 年３月 2024 年３月 2025 年３月 

売上高 （百万円） 427,061 468,956 588,159 611,107 662,380 

経常利益 （百万円） 32,142 34,122 52,780 64,903 84,015 

親会社株主に帰属する当期

純利益 
（百万円） 21,251 22,842 33,084 43,228 57,512 

包括利益 （百万円） 23,188 29,169 48,985 61,701 77,657 

純資産額 （百万円） 181,387 203,311 242,350 285,501 324,192 

総資産額 （百万円） 375,159 386,237 442,274 491,701 534,609 

１株当たり純資産額 （円） 814.10 912.70 1,088.87 1,295.50 1,499.14 

１株当たり当期純利益 （円） 96.21 103.40 149.71 196.03 264.61 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） 95.97 103.13 149.34 195.56 264.40 

自己資本比率 （％） 47.9 52.2 54.4 57.7 60.2 

自己資本利益率 （％） 12.4 12.0 15.0 16.5 19.0 

株価収益率 （倍） 15.1 12.0 9.5 13.7 18.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 50,144 20,526 34,425 72,427 76,942 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △11,177 △21,353 △15,941 △24,819 △30,174 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △6,102 △27,363 △9,887 △26,244 △42,890 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（百万円） 87,795 61,397 71,153 94,195 103,114 

従業員数 
（名） 

11,540 12,785 12,773 12,930 13,116 

（ほか、平均臨時雇用者数） (1,721) (1,851) (2,000) (2,143) (2,095) 

（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 87 期の期首から適用して

おり、第 87 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。 

２．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022年 10月 28 日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を第 90 期の期首から適用しており、第 89 期に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022 年改正会計基準について

は第 20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 28 号 2022 年 10 月 28 日）については第 65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いを適用しております。この結果、第 90 期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。 

  



(2）提出会社の経営指標等 

回次 第 86 期 第 87 期 第 88 期 第 89 期 第 90 期 

決算年月 2021 年３月 2022 年３月 2023 年３月 2024 年３月 2025 年３月 

営業収益 （百万円） 16,087 16,978 16,368 18,123 39,473 

経常利益 （百万円） 13,296 14,257 13,347 15,483 36,481 

当期純利益 （百万円） 11,371 13,314 10,545 13,929 35,685 

資本金 （百万円） 38,413 38,413 38,413 38,413 38,413 

発行済株式総数 （株） 231,000,000 231,000,000 231,000,000 231,000,000 227,000,000 

純資産額 （百万円） 140,541 145,801 147,594 147,637 145,375 

総資産額 （百万円） 243,379 232,555 232,659 237,040 250,490 

１株当たり純資産額 （円） 634.98 658.63 666.64 673.34 676.36 

１株当たり配当額 
（円） 

34.00 36.00 58.00 78.00 106.00 

（内１株当たり中間配当額） (17.00) (17.00) (25.00) (29.00) (47.00) 

１株当たり当期純利益 （円） 51.48 60.27 47.72 63.17 164.19 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） 51.35 60.11 47.60 63.01 164.06 

自己資本比率 （％） 57.6 62.6 63.3 62.2 58.0 

自己資本利益率 （％） 8.3 9.3 7.2 9.5 24.4 

株価収益率 （倍） 28.1 20.6 29.7 42.4 29.0 

配当性向 （％） 66.0 59.7 121.5 123.5 64.6 

従業員数 
（名） 

41 45 42 38 36 

（ほか、平均臨時雇用者数） (9) (7) (8) (12) (10) 

株主総利回り （％） 175.7 155.7 182.9 342.1 602.0 

（比較指標：配当込み TOPIX） （％） (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4) 

最高株価 （円） 1,550.0 1,606.0 1,478.0 2,729.5 5,165.0 

最低株価 （円） 741.0 1,121.0 1,090.0 1,375.0 2,405.5 

（注）１．最高株価及び最低株価は、2022 年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前

については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を第 87 期の期首から適用し

ており、第 87 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。 

３．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022年 10月 28 日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を第 90 期の期首から適用しており、第 89 期に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022 年改正会計基準について

は第 20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第 90期に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 


